
鉾田市水道水切替工事補助金交付要綱 

令和２年１１月２０日 

鉾田市水道事業告示第８号 

(目的) 

第１条 この告示は，井戸水を上水道に切り替えるための工事を行う者(官公署を除く。)に対 

して，当該工事の費用を補助することにより，上水道の普及を促進し，もって公衆衛生の向上

に寄与することを目的とする。 

(補助金の交付条件) 

第２条 鉾田市水道事業(以下「管理者」という。)は，次の各号のいずれにも該当する者に対し

て水道水切替工事補助金(以下「補助金」という。)を交付する。ただし，第６号から第８号ま

でを除き，管理者が必要と認める場合は，この限りでない。 

(1) 揚水ポンプを撤去又は共同井戸との接続を切り離し，全量水道に切り替える工事(公共事

業による家屋移転に伴い水道を新設する工事及び建築基準法(昭和 25年法律第 201号)第２条

第 13号に規定する建築に伴う工事を除く。)を行う者 

(2) 鉾田市水道事業給水条例(平成 17年鉾田市条例第 136号。以下「条例」という。)第３条

に規定する給水区域内における家屋又は土地の所有者及び当該所有者の同意を得て，当該家

屋又は土地を使用する者 

(3) 次のアからイのいずれにも該当する給水装置について，条例第５条第１項の規定による改

造の承認を受けた者 

ア 本告示の施行日以前に条例第５条第１項の規定による新設の承認を受けて設置された給

水装置 

イ 毎月の使用水量が０㎥である給水装置かつ量水器より下流側の給水装置が未施工のもの 

(4) 当該給水装置について，本要綱の施行日以前に条例第 16条の規定に基づく給水契約の申

込みをし，承認を受けている者で，引き続き契約中の状態にあるもの 

(5) 水道料金等の滞納が無い者 

(6) 暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第 77号。次号に

おいて「法」という。)第２条第２号に規定する暴力団をいう。)でないこと 

(7) 暴力団員(法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。)でないこと 

(8) 鉾田市暴力団排除条例(平成 23年鉾田市条例第 13号)第２条に規定する暴力団又は暴力団

員と密接な関係を有する者でないこと 

(補助金の交付単位と額) 

第３条 補助金の交付単位は，市の水道メーターごととし，その補助金の額は 20,000円を限度と

する。ただし、工事に係る費用が 20,000円を超えない場合は費用の全額とする。 

(補助金の交付申請) 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は，条例第５条第１項の規定による改造の申込と併せ

て，水道水切替工事補助金交付申請書(様式第１号)により管理者に申請しなければならない。 

(実績報告) 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は，条例第８条第２項の規定による工事の検査を受

け，検査完了後は速やかに領収書等の必要な書類を添付し，水道水切替工事補助金実績報告書

(様式第２号)により管理者に提出しなければならない。 



(補助金の決定) 

第６条 管理者は，前条の規定による報告があったときは，報告の確認をした後に，補助金の交

付の決定をするとともに，水道水切替工事補助金交付決定通知書(様式第３号)により通知し，

補助金を交付するものとする。 

(補助金の交付) 

第７条 補助金の交付は，補助金の交付を受ける者が指定する金融機関の預金口座に振り込むこ

とにより行うものとする。 

２ 前項の金融機関は鉾田市上下水道事業会計規程第４条第２項に規定する金融機関とする。 

(交付決定の取消し) 

第８条 管理者は，次の各号のいずれかに該当するときは，補助金の交付の決定を取り消すこと

ができる。 

(1) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(2) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等又は管理者の命令若しくは

指示に違反したとき。 

(3) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(4) 第２条第６号から第８号までのいずれかに反することが判明したとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか，管理者が特に必要があると認めたとき。 

(補助金の返還) 

第９条 管理者は，補助金の交付を受けた者が２年以内に井戸水等の利用に戻した場合又は前条

の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合は，期限を定めて当該補助金の返還を命ず

るものとする。 

２ 管理者は，前項の規定による命令をするときは，補助金の交付を受けた者に対してその理由

を示さなければならない。 

(その他) 

第 10条 この告示に定めるもののほか，補助の手続に関し必要な事項については鉾田市補助金等

交付規則に準ずるものとし，その他必要な事項については別に定める。 

 

附 則 

 この告示は令和３年４月１日から施行する。 



様式第１号(第４条関係) 

年   月   日 

鉾田市水道事業 

鉾田市長  様 

      住 所               

 

氏 名             ○印 

 

連絡先               

 

水道水切替工事補助金交付申請書 

 

 鉾田市水道水切替工事補助金交付要綱第４条の規定により補助金の交付を申請します。 

 なお，申請に当たり，私は，暴力団，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと

を誓約します。 

 

 施行場所        鉾田市                

 補助金の交付申請金額                   円  

(振込先) 

金融機関名 本・支店名 口座種別 口座番号 口座名義人 

銀 行 
信 用 金 庫 
信 用 組 合 
農業協同組合 

本店 
 

支店 

□ 普通 

□ 当座 

       ﾌﾘｶﾞﾅ 

 

注意事項(補助金の返還) 

 補助金の交付を受け２年以内に井戸水等の利用を再開した場合又は鉾田市水道水切替工事補助金交付要綱第６条

の規定により補助金の交付の決定を取り消された場合は，当該補助金を返還しなければならない。 

---------------ここから下の欄には，記入しないでください。--------------- 

調査事項(鉾田市水道課記入欄) 

□１．  揚水ポンプを撤去又は共同井戸との接続を切り離し，全量水道に切り替える工事(公共事業による家

屋移転に伴い水道を新設する工事及び建築基準法(昭和 25年法律第 201号)第２条第 13号に規定する

建築に伴う工事を除く。)を行う者 

□２．  鉾田市水道事業給水条例(平成 17年鉾田市条例第 136号。以下「条例」という。)第３条に規定する

給水区域内における家屋又は土地の所有者及び当該所有者の同意を得て，当該家屋又は土地を使用す

る者 

□３．  次のアからイのいずれにも該当する給水装置について，条例第５条第１項の規定による改造の承認

を受けた者 

ア 本要綱の施行日以前に条例第５条第１項の規定による新設の承認を受けて設置された給水装置 

イ 毎月の使用水量が０㎥である給水装置 

□４．  当該給水装置について，本要綱の施行日以前に条例第 16条の規定に基づく給水契約の申込みをし，

承認を受けている者で，引き続き契約中の状態にあるもの 

□５．  水道料金等の滞納が無い者 

申請受付日 年   月   日  交付日 

竣工検査日 年   月   日  年   月   日  



様式第２号（第５条関係） 

 

    年  月  日 

鉾田市水道事業 

鉾田市長 様 

 

住所               

氏名             ㊞ 

 

 

水道水切替工事補助金実績報告書 

 

     年  月  日に申請した水道水切替工事補助金について検査が完了したので，下記のとおり報

告します。 

 

 

 

 １ 工事費用                 円 

 

 ２ 検査完了年月日        年  月  日 

 

 

 ３ 添付書類 

  (1) 工事状況を示す写真 

  (2) 工事費（精算）内訳明細書又は工事費支払領収書 

  (3) その他管理者が必要と認める書類  



様式第３号(第６条関係) 

年   月   日 

 

          様 

 

鉾田市水道事業       

鉾田市長          

 

 

水道水切替工事補助金交付決定通知書 

 

    年  月  日付で申請のあった水道水切替工事補助金の交付については，次のとおり決定したの

で通知します。 

 

施 行 場 所  

補 助 金 交 付 額 円    

補 助 金 振 込 予 定 日 年  月  日 

 


